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独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査の対象業種

の選定について

令和４年３月３０日 

公 正 取 引 委 員 会 

令和３年１２月２７日，「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑

化施策パッケージ」（内閣官房・消費者庁・厚生労働省・経済産業省・国土交通

省・公正取引委員会。以下「転嫁円滑化施策パッケージ」という。）が取りまと

められたところ，本日，転嫁円滑化施策パッケージに関する取組として，以下の

取組を実施することとした。公正取引委員会は，転嫁円滑化施策パッケージに関

する他の取組についても，引き続き，着実に実施に移していく。 

○ 独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査の対象業種の選定

について 

独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関して，労務費，原材料費，エネル

ギーコストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれる

業種について，関係省庁からの情報提供や要請等を踏まえ，発注者側・受注者

側の両面の立場があることを整理し，サプライチェーンのつながりに基づき，

緊急調査の中心となる対象業種として２２業種を選定した（別紙１）。ただし，

具体的な調査対象は今後更に精査する。 

価格転嫁を困難にする代表的な阻害要因としては，値上げ要請を理由とする

転注・失注リスク，ユーザーに対する価格競争の影響による転嫁の受入れ困難，

発注者や元請の立場が強く価格交渉が困難である点が見受けられた。 

国民生活の視点からそれらを取り巻くサプライチェーン・バリューチェーン

全体の価格転嫁の構造については，別紙２のとおり３つに分類されるところ，

今回の緊急調査は，サプライチェーンやバリューチェーンのつながりを踏まえ

て実施することとし，川上・川下の関連業種について，２２業種以外でも必要

な範囲で実施していく。 

公正取引委員会は，令和４年度に緊急調査を実施し， 

・ 調査結果については報告書を取りまとめ，公表 

・ 取引価格への転嫁拒否が疑われる事案に対する立入調査 

・ 関係する事業者に対し，具体的な懸念事項を明示した文書の送付 

といった取組を実施していく。 

 問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部 

        企業取引課優越的地位濫用未然防止対策調査室 

        電話 ０３－３５８１－１８８２（直通） 

 ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 
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緊急調査の中心となる対象業種一覧 

番号 業種名（注）

１ 総合工事業 

２ 食料品製造業 

３ 家具・装備品製造業 

４ パルプ・紙・紙加工品製造業 

５ 印刷・同関連業 

６ 窯業・土石製品製造業 

７ 非鉄金属製造業 

８ 金属製品製造業 

９ はん用機械器具製造業 

１０ 生産用機械器具製造業 

１１ 業務用機械器具製造業 

１２ 電気機械器具製造業 

１３ 輸送用機械器具製造業 

１４ 放送業 

１５ 映像・音声・文字情報制作業 

１６ 道路貨物運送業 

１７ 各種商品卸売業 

１８ 飲食料品卸売業 

１９ 各種商品小売業 

２０ 飲食料品小売業 

２１ 広告業 

２２ その他の事業サービス業 

注 業種名は，日本標準産業分類（平成２５年１０月改定 総務省）上の中分類による。具

体的な調査対象は今後更に精査する。 

別紙１ 
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○類型１ 生活・暮らしを支え，豊かにする各種商品を製造・販売する生活関連のサプラ

イチェーンを構築しているもの 

○類型２ 原材料から加工，部品，完成品の納入というサプライチェーンを形成している

もの 

○類型３ 生活・暮らしを支え，豊かにするサービスの提供に関するものであって，役務

の委託関係があるもの 

流通販売業者 
（発注者） 

生活財（日用品・食品等）製造業者 
（発注者／受注者）

原材料業者等 
（受注者） 

原材料業者等 
（受注者） 

中心となる 食料品製造業 

対 象 業 種 パルプ・紙・紙加工製造業 

印刷・同関連業 

各種商品卸売業 

飲食料品卸売業 

各種商品小売業 

飲食料品小売業 

中心となる パルプ・紙・紙加工製造業

対 象 業 種 印刷・同関連業 

窯業・土石製品製造業 

非鉄金属製造業 

金属製品製造業 

はん用機械器具製造業 

生産用機械器具製造業 

業務用機械器具製造業 

電気機械器具製造業 

輸送用機械器具製造業 

サービス業者等 

（発注者／受注者） 

元請（発注者）

下請（受注者）

ユーザー（発注者） 中心となる 総合工事業 

対 象 業 種 家具・装備品製造業 

窯業・土石製品製造業 

非鉄金属製造業 

金属製品製造業 

放送業 

映像・音声・文字情報制作業 

道路貨物運送業 

広告業 

その他の事業サービス業 

※下請・孫請取引もある 

下請（受注者）

元請（発注者）

部品メーカー 

下請（受注者）

元請（発注者）

製造装置メーカー等 

ユーザー向け商品製造業者（発注者） 

別紙２ 


